
予算要求資料
令和２年度６月補正予算　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　新 県内観光復活総合対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　商工労働部 観光国際局 観光企画課 国内誘客係 電話番号：058-272-1111（内3075）　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　624,007千円（現計予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産

収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	     0

	補正
要求額
	624,007
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	624,007

	決定額
	624,007
	624,007
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　  全国的に拡大する新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、外国人観光客は減少し、国内観光客も外出を自粛するなど、県内の観光事業者はこれまで経験したことのない非常に厳しい状況にある。
　　一方、緊急事態宣言解除後は、感染予防を徹底しながら、県内、東海三県、全国とエリアを広げ、段階的に誘客を図っていく必要がある。また、国のＧｏ Ｔoキャンペーンの実施にあわせて、本県を旅行先に選んでもらうためのプロモーション、周遊企画など需要を喚起することは必須である。
　　

（２）事業内容
①県民向け宿泊促進キャンペーン事業（118,610千円）

  ・OTAを活用した宿泊割引クーポンの発行

　　　　大手宿泊予約サイトで県民限定の宿泊割引クーポンを発行する。状況に応じて県民から東海へ対象者を拡大する。
　　②全国向け宿泊促進キャンペーン事業（264,200千円）
　　　・宿泊促進キャンペーン事業

　　　　　大手宿泊予約サイトで宿泊割引クーポンを発行する。

　　　・まるごと体験キャンペーン事業
　　　　　体験予約サイトで割引クーポンを発行する。

　・福利厚生事業者を活用した宿泊促進キャンペーン事業

　　　福利厚生代行サービス事業者を活用し、会員の企業従業員を対象とし

　　た宿泊割引を実施。大都市圏から本県への宿泊を促進する。

③国内誘客プロモーション事業（29,986千円）
　　キャンペーン情報等を発信する誘客プロモーションを実施する。

④旅行会社を活用した宿泊旅行商品の販売促進（207,711千円）

　　　・大手旅行会社が販売する県内宿泊旅行商品の販売等を支援する。
　　　・県内の中小旅行会社が販売する県内宿泊旅行商品の販売を支援する。
⑤宿泊優待券の購入（3,500千円）

　　奥飛騨温泉郷、高山、下呂、長良川の各温泉地が発行する宿泊優待券を

　購入し、プレゼントキャンペーンを実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　岐阜県全域をまたがる国内誘客の推進は県の事業であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	消耗品
	3,500
	〇宿泊優待券の購入

	委託料
	412,796
	〇県民向け宿泊促進キャンペーン事業
　・宿泊予約サイトを活用した宿泊割引クーポンの発行

  ・県内中小旅行会社への支援

〇全国向け誘客促進キャンペーン事業

・宿泊予約サイトを活用した宿泊促進キャンペーンの実施

　・まるごと体験キャンペーンの実施

　・福利厚生代行事業者を活用した宿泊促進キャンペーンの実施〇国内誘客プロモーション事業

	補助金
	207,711
	〇旅行会社を活用した宿泊旅行商品の販売促進

	合計
	 624,007
	


	決定額の考え方
財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　岐阜県長期構想

　　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）

　　岐阜県観光振興プラン
（２）後年度の財政負担

　　新型コロナウイルスの影響による緊急支援事業のため、単年度事業である。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　コロナウイルス終息後の観光入込客数及び宿泊者数、観光消費額を対前年比プラスとする。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	観光消費の経済波及効果
	  － 億円
（H - ）
	4,601億円

（H28）
	4,175億円

（H29）
	4,172億円

（H30）
	5,000億円

（R2）
	83.4 ％

	観光入込客数（実数）
	  － 万人（H - ）
	4,696万人
（H28）
	4,556万人
（H29）
	4,603万人
（H30）
	4,600万人

（R2）
	100.1 ％

	外国人延べ宿泊者数
	  － 万人
（H - ）
	 101万人
（H28）
	98万人
（H29） 
	  148万人
（H30） 
	150万人

（R2）
	98.7 ％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	　新型コロナウイルス感染症により多大な影響を受けている県内観光を復活させるために不可欠な事業であり、県が実施するべきものである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

―
	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　特に宿泊事業者は、施設のキャパシティの制約を受けるため、落ち込んだ宿泊客を一気に取り返すことが困難なため、段階的に継続した支援が必要である。　




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　終息するタイミング等により、その後の継続的な対策が必要となる。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果


　








